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KHKS0850-6 保安検査基準（液化石油ガススタンド関係）改正案 

KHKS1850-6 定期自主検査指針（液化石油ガススタンド関係）改正案 

（新旧対照表）                             
 

現 行 改正案 

１～4.2 （略） 
 
4.3 高圧ガス設備の耐圧性能及び強度＊１ 

 
高圧ガス設備（内部及び外部に減肉及び劣化損傷が発生するおそれのないもの＊２を除く。）の耐圧性能・強

度に係る検査は、耐圧性能・強度に支障を及ぼす減肉、劣化損傷、その他の異常がないことを次に掲げる目

視検査及び非破壊検査（肉厚測定を含む。）により確認する。 
ここで、配管に代表されるような設備の大きさ、形状、内部の構造等により内部からの検査を行うことがで

きない設備＊３にあっては、外部からの適切な検査方法（超音波探傷試験、放射線透過試験等）により内部

の減肉、劣化損傷がないことを確認しなければならない。＊１６ 
なお、配管にあっては配管付属品を含めた相互に連結された配管系＊４で管理する。 
また、(2-2)の非破壊検査（磁粉探傷試験、浸透探傷試験、超音波探傷試験、放射線透過試験及び渦流探傷

試験等）は、当該高圧ガス設備の減肉、劣化損傷の検出に対して適切な検査方法を選定して行う。 
 
（１）目視検査＊５ 

高圧ガス設備の内部の目視検査は、原則として、設備の種類、材料等に応じて別に定める期間＊６内

に行い、外部（断熱材等で被覆されているものにあってはその外面）の目視検査＊７は、１年に１回

行う。なお、弁類及び動機器の内部の目視検査は、分解点検・整備のための開放時＊８に行う。 
ただし、腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）については内部の目視検査は不要とする。 
（２）非破壊検査 

(2-1)肉厚測定 
①高圧ガス設備が十分な肉厚を有していることを確認するため、肉厚測定を１年に１回実施する。

ただし、次に掲げる設備にあっては、イ、ロ又はハに掲げる時期に実施する。 
イ．過去の実績、経験等により内部の減肉のおそれがないと評価できる弁類（配管系から除外

される圧力容器に直結されたもの（圧力容器の直近に設けられた弁をいう。））及び動機器（ポ

ンプ、圧縮機等の回転機械をいう。また、範囲は、ケーシング、シリンダー、ノズルなど動

機器本体のみとし、連結されたスナッバー、配管、小型容器などの付属機器は含まない。）: 
分解点検・整備のための開放時＊８の目視検査で減肉が認められたとき 

ロ．腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）: 外部の目視検査で減肉が認められたとき＊１０ 
ハ．砂詰め方式の地下埋設貯槽：開放検査時（貯槽内部から実施）及び【解説】＊７なお書に

よる砂の乾燥状況又は底部集水桝の浸透水の状況の確認（底部集水桝を有しない構造のもの

にあっては、ガス検知管等による浸透水の状況の確認）において異常が確認されたとき（電

気防食により防食管理が適切になされているものを除く。） 
②肉厚測定箇所は、使用環境及び目視検査の結果を十分考慮のうえ選定＊１１する。 

 

１～4.2 （略） 
 
4.3 高圧ガス設備の耐圧性能及び強度＊１ 

 
高圧ガス設備（内部及び外部に減肉及び劣化損傷が発生するおそれのないもの＊２を除く。）の耐圧性能・強

度に係る検査は、耐圧性能・強度に支障を及ぼす減肉、劣化損傷、その他の異常がないことを次に掲げる目

視検査及び非破壊検査（肉厚測定を含む。）により確認する。 
ここで、配管に代表されるような設備の大きさ、形状、内部の構造等により内部からの検査を行うことがで

きない設備＊３にあっては、外部からの適切な検査方法（超音波探傷試験、放射線透過試験等）により内部

の減肉、劣化損傷がないことを確認しなければならない。＊１６＊１７ 
なお、配管にあっては配管付属品を含めた相互に連結された配管系＊４で管理する。 
また、(2-2)の非破壊検査（磁粉探傷試験、浸透探傷試験、超音波探傷試験、放射線透過試験及び渦流探傷

試験等）は、当該高圧ガス設備の減肉、劣化損傷の検出に対して適切な検査方法を選定して行う。 
 
（１）目視検査＊５ 

高圧ガス設備の内部の目視検査は、原則として、設備の種類、材料等に応じて別に定める期間＊６内

に行い、外部（断熱材等で被覆されているものにあってはその外面）の目視検査＊７は、１年に１回

行う。なお、弁類及び動機器の内部の目視検査は、分解点検・整備のための開放時＊８に行う。 
ただし、腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）については内部の目視検査は不要とする。 
（２）非破壊検査 

(2-1)肉厚測定 
①高圧ガス設備が十分な肉厚を有していることを確認するため、肉厚測定を１年に１回実施する。

ただし、次に掲げる設備にあっては、イ、ロ又はハに掲げる時期に実施する。 
イ．過去の実績、経験等により内部の減肉のおそれがないと評価できる弁類（配管系から除外

される圧力容器に直結されたもの（圧力容器の直近に設けられた弁をいう。））及び動機器（ポ

ンプ、圧縮機等の回転機械をいう。また、範囲は、ケーシング、シリンダー、ノズルなど動

機器本体のみとし、連結されたスナッバー、配管、小型容器などの付属機器は含まない。）: 
分解点検・整備のための開放時＊８の目視検査で減肉が認められたとき 

ロ．腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）: 外部の目視検査で減肉が認められたとき＊１０ 
ハ．砂詰め方式の地下埋設貯槽：開放検査時（貯槽内部から実施）及び【解説】＊７なお書に

よる砂の乾燥状況又は底部集水桝の浸透水の状況の確認（底部集水桝を有しない構造のもの

にあっては、ガス検知管等による浸透水の状況の確認）において異常が確認されたとき（電

気防食により防食管理が適切になされているものを除く。） 
②肉厚測定箇所は、使用環境及び目視検査の結果を十分考慮のうえ選定＊１１する。 
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(2-2)肉厚測定以外の非破壊検査 
①肉厚測定以外の非破壊検査は、高圧ガス設備の内部について、原則として、設備の種類、材料

等に応じて別に定める期間＊６内に行う。ただし、次に掲げる設備にあっては、イ、ロ又はハに

よることができる。 
なお、動機器、及び配管系から除外される圧力容器に直結された弁類（前項(2-1)①イ号の弁）

は、分解点検・整備のための開放時に行う。 
 

イ．腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）：非破壊検査は不要とする。 
ロ．劣化損傷が発生するおそれがない設備＊１２：非破壊検査は不要とする。 
ハ．内部の状況を外部から代替検査できる設備＊１３：外部から適切な非破壊検査方法で検査する。

②非破壊検査箇所は、使用環境及び目視検査の結果を十分考慮のうえ選定する。 
 

（３）余寿命管理が的確に行われている設備＊１４については、外部の目視検査を除き、（１）及び（２）

の期間にかかわらず、その結果に応じた期間＊１５内及び検査方法で耐圧性能・強度に係る検査を

実施することができる。 
【対応規則条項】 
液 石 則：第６条第１項第１７号・第１９号、第８条第１項第１号（準用） 
コンビ則：第５条第１項第１７号・第１９号、第６条第１項第１号（準用） 

 
【解説】 

＊１ 省令の技術基準では高圧ガス設備の耐圧性能と強度は別の号で規定されているが、保安検査では両

号に基づき高圧ガス設備の耐圧性能・強度に支障を及ぼす減肉、劣化損傷、その他の異常がないこ

とを確認することとし、耐圧性能及び強度に係る検査として一つの項目にまとめた。 
耐圧試験は、設備の製作完了時点で強度上の健全性が確保されていることを確認するための試験で

あり、使用されている設備に実際に加わる圧力以上の負荷を与えることはその設備の安全性を損な

うおそれがある。このため、保安検査では原則として耐圧試験は実施しないこととした。 
ただし、フレキシブルチューブ等耐圧性能を確認する適切な非破壊検査の方法がないもの、及び動

機器、弁類等で、余裕のある肉厚、安全率となっていて、耐圧試験を行うことによって過大な応力

が負荷されるおそれのない設備については、設備の安全性を十分に配慮した上で耐圧試験により確

認することができることとする。 
 
なお、４．３高圧ガス設備の耐圧性能及び強度により確認した結果、減肉、割れ等の欠陥が発見さ

れ当該欠陥が次の表１左欄に掲げる欠陥の箇所及び同表中欄に掲げるグラインダー加工等による

仕上がりの深さに応じ、同表の右欄に掲げる点数に次の表２左欄に掲げる欠陥の長さ又は長径に応

じ同表の右欄に掲げる点数を乗じて得た点数の和が６点を超え、溶接補修した場合には、耐圧試験

を実施し、さらに１年以上２年以内に開放検査を実施し割れ等がないことを確認するものとする。

ただし、管台、マンホール部等の取付部に使用される引張強さが５７０Ｎ/㎜２未満の炭素鋼（母材）

及び当該炭素鋼（高張力鋼にあっては、溶接後に炉内で応力除去焼鈍したものに限る。）の溶接部

の欠陥の溶接補修については耐圧試験及び１年以上２年以内の開放検査を省略しても差し支えな

い。 
 
 
 

(2-2)肉厚測定以外の非破壊検査 
①肉厚測定以外の非破壊検査は、高圧ガス設備の内部について、原則として、設備の種類、材料

等に応じて別に定める期間＊６内に行う。ただし、次に掲げる設備にあっては、イ、ロ又はハに

よることができる。 
なお、動機器、及び配管系から除外される圧力容器に直結された弁類（前項(2-1)①イ号の弁）

は、分解点検・整備のための開放時に行う。 
 

イ．腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備＊９（エロージョンによる減肉が発生するおそれ

があるものを除く。）：非破壊検査は不要とする。 
ロ．劣化損傷が発生するおそれがない設備＊１２：非破壊検査は不要とする。 
ハ．内部の状況を外部から代替検査できる設備＊１３：外部から適切な非破壊検査方法で検査する。

②非破壊検査箇所は、使用環境及び目視検査の結果を十分考慮のうえ選定する。 
 

（３）余寿命管理が的確に行われている設備＊１４については、外部の目視検査を除き、（１）及び（２）

の期間にかかわらず、その結果に応じた期間＊１５内及び検査方法で耐圧性能・強度に係る検査を

実施することができる。 
【対応規則条項】 
液 石 則：第６条第１項第１７号・第１９号、第８条第１項第１号（準用） 
コンビ則：第５条第１項第１７号・第１９号、第６条第１項第１号（準用） 

 
【解説】 

＊１ 省令の技術基準では高圧ガス設備の耐圧性能と強度は別の号で規定されているが、保安検査では両

号に基づき高圧ガス設備の耐圧性能・強度に支障を及ぼす減肉、劣化損傷、その他の異常がないこ

とを確認することとし、耐圧性能及び強度に係る検査として一つの項目にまとめた。 
耐圧試験は、設備の製作完了時点で強度上の健全性が確保されていることを確認するための試験で

あり、使用されている設備に実際に加わる圧力以上の負荷を与えることはその設備の安全性を損な

うおそれがある。このため、保安検査では原則として耐圧試験は実施しないこととした。 
ただし、フレキシブルチューブ等耐圧性能を確認する適切な非破壊検査の方法がないもの、及び動

機器、弁類等で、余裕のある肉厚、安全率となっていて、耐圧試験を行うことによって過大な応力

が負荷されるおそれのない設備については、設備の安全性を十分に配慮した上で耐圧試験により確

認することができることとする。 
 
なお、４．３高圧ガス設備の耐圧性能及び強度により確認した結果、減肉、割れ等の欠陥が発見さ

れ当該欠陥が次の表１左欄に掲げる欠陥の箇所及び同表中欄に掲げるグラインダー加工等による

仕上がりの深さに応じ、同表の右欄に掲げる点数に次の表２左欄に掲げる欠陥の長さ又は長径に応

じ同表の右欄に掲げる点数を乗じて得た点数の和が６点を超え、溶接補修した場合には、耐圧試験

を実施し、さらに１年以上２年以内に開放検査を実施し割れ等がないことを確認するものとする。

ただし、管台、マンホール部等の取付部に使用される引張強さが５７０Ｎ/㎜２未満の炭素鋼（母材）

及び当該炭素鋼（高張力鋼にあっては、溶接後に炉内で応力除去焼鈍したものに限る。）の溶接部

の欠陥の溶接補修については耐圧試験及び１年以上２年以内の開放検査を省略しても差し支えな

い。 
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現 行 改正案 

表１ 

欠陥の箇所 
グラインダー加工等による仕上がりの深

さ 
点数 

管台及びマンホ

ール部 
深さにかかわらず １ 

胴板及び鏡板 ３mm又は板厚の３０％に相当する深さ

のうちいずれか小さい値以下 
１ 

 
３mm又は板厚の３０％に相当する深さ

のうちいずれか小さい値を超え４mm以

下 

２ 
 

 
表２ 

欠 陥 の 長 さ 又 は 長 径 点数 
１０mm以下 １ 

１０mmを超え２０mm以下 ２ 
２０mmを超え３０mm以下 ３ 

備考１．表１、２にあげる欠陥深さ及び欠陥長さ又は長径を超える欠陥は、６点を超える欠陥として

評価する。 
    ２．溶接補修を行った場合の欠陥の点数は累計するものとし、耐圧試験を実施した時点で、累計

されていた点数は０点に戻るものとする。 
＊２ 内部及び外部に減肉及び劣化損傷が発生するおそれのない高圧ガス設備とは、次に掲げる設備をい

う。 
・二重殻構造の貯槽 
・メンブレン式貯槽 
・液化石油ガス岩盤貯槽 

＊３ 内部からの検査を行うことができない設備とは、次に掲げる設備をいう。 
１）配管 
２）特定設備検査規則の機能性基準の運用について（平成１３年１２月２８日 平成１３・１２・

２７原院第５号）の別添１特定設備の技術基準の解釈（以下「特定則例示基準別添１」という。）

第４５条第１項（１）から（５）又は同別添７第二種特定設備の技術基準の解釈第４５条第１

項（１）から（５）までに掲げる特定設備 
３）特定設備以外の圧力容器であって、２）の特定設備に準じるもの 

＊４ 配管系とは、直管部のみならず、エルボ等の継手部及び配管付属品（弁、ノズル、又はストーレー

ナー、フィルター等であって特定設備に該当しないもの）、並びにローディングアームを含め、相互

に連結された系をいう。なお、配管系は、ほぼ同一の腐食環境下にあって類似の腐食形態を受ける

範囲（腐食系）単位で管理する。 
＊５ 目視検査とは、設備内部及び外部表面の腐食、膨れ、割れ等の異常の有無を目視により観察し、設

備の健全性を評価する検査であり、非破壊検査等の必要性についても検討を行う。したがって、非

破壊検査は、目視検査の結果を踏まえて行うことが重要である。 
なお、目視検査は直接目視によるほか、必要に応じファイバースコープ、工業用カメラ、拡大鏡等

の検査器具類を使用する。 
＊６ 設備の種類、材料等に応じて別に定める期間（開放検査の周期）表３による。 
 

表１ 

欠陥の箇所 
グラインダー加工等による仕上がりの深

さ 
点数 

管台及びマンホ

ール部 
深さにかかわらず １ 

胴板及び鏡板 ３mm又は板厚の３０％に相当する深さ

のうちいずれか小さい値以下 
１ 

 
３mm又は板厚の３０％に相当する深さ

のうちいずれか小さい値を超え４mm以

下 

２ 
 

 
表２ 

欠 陥 の 長 さ 又 は 長 径 点数 
１０mm以下 １ 

１０mmを超え２０mm以下 ２ 
２０mmを超え３０mm以下 ３ 

備考１．表１、２にあげる欠陥深さ及び欠陥長さ又は長径を超える欠陥は、６点を超える欠陥として

評価する。 
    ２．溶接補修を行った場合の欠陥の点数は累計するものとし、耐圧試験を実施した時点で、累計

されていた点数は０点に戻るものとする。 
＊２ 内部及び外部に減肉及び劣化損傷が発生するおそれのない高圧ガス設備とは、次に掲げる設備をい

う。 
・二重殻構造の貯槽 
・メンブレン式貯槽 
・液化石油ガス岩盤貯槽 

＊３ 内部からの検査を行うことができない設備とは、次に掲げる設備をいう。 
１）配管 
２）特定設備検査規則の機能性基準の運用について（平成１３年１２月２８日 平成１３・１２・

２７原院第５号）の別添１特定設備の技術基準の解釈（以下「特定則例示基準別添１」という。）

第４５条第１項（１）から（５）又は同別添７第二種特定設備の技術基準の解釈第４５条第１

項（１）から（５）までに掲げる特定設備 
３）特定設備以外の圧力容器であって、２）の特定設備に準じるもの 

＊４ 配管系とは、直管部のみならず、エルボ等の継手部及び配管付属品（弁、ノズル、又はストーレー

ナー、フィルター等であって特定設備に該当しないもの）、並びにローディングアームを含め、相

互に連結された系をいう。なお、配管系は、ほぼ同一の腐食環境下にあって類似の腐食形態を受け

る範囲（腐食系）単位で管理する。 
＊５ 目視検査とは、設備内部及び外部表面の腐食、膨れ、割れ等の異常の有無を目視により観察し、設

備の健全性を評価する検査であり、非破壊検査等の必要性についても検討を行う。したがって、非

破壊検査は、目視検査の結果を踏まえて行うことが重要である。 
なお、目視検査は直接目視によるほか、必要に応じファイバースコープ、工業用カメラ、拡大鏡等

の検査器具類を使用する。 
＊６ 設備の種類、材料等に応じて別に定める期間（開放検査の周期）表３による。 
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＊７ 外部の目視検査に際して、「参考資料１；肉厚測定箇所選定についての参考資料」ｂ）項が参考にで

きる。 
なお、砂詰め方式の地下埋設貯槽の外部の目視検査については、２．５埋設貯槽（３）目視検査①

による砂の乾燥状況及び底部集水桝の浸透水の状況の確認をもって外部の目視検査に代えることが

できる。ただし、砂の乾燥状況又は底部集水桝の浸透水の状況に異常が確認された場合は、砂をピ

ット内から排出し、貯槽外面の防食状況を目視検査し、防食状況に異常がある場合又は異常のおそ

れのある場合は、当該箇所の防食措置を取り除き貯槽本体外面の腐食状況を確認する（電気防食に

より防食管理が適切になされているものを除く。）。 
＊８ 分解点検・整備のための開放時とは、摺動部の消耗品についてメーカーが定める推奨交換時期又は

運転時間・状況、日常点検結果、過去の分解点検実績等を参考に定めた分解点検・整備の周期（時

期）をいう。 
＊９ 腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備とは、次に掲げる設備であって、不純物や水分の混入等

による腐食や劣化損傷が生じないよう管理されているものをいう。 
・液化石油ガス受入基地の低温の液化石油ガス設備 

＊１０ 常温で液化石油ガスを貯蔵する貯槽についても、外部の目視検査で減肉が認められたときに肉

厚測定を実施する。 
＊１１ 肉厚測定箇所の選定 

選定に際しては、「参考資料１；肉厚測定箇所選定についての参考資料」が参考にできる。 
＊１２ 劣化損傷が発生するおそれがない設備とは、流体及び材料の組み合わせ又は使用条件等によって

発生する次に掲げる劣化損傷を受けない設備をいう。 
・割れ：応力腐食割れ（塩化物応力腐食割れ、水素誘起割れ等）、疲労（疲労、熱疲労等）、クリープ（

クリープ破壊等）等 
・材質変化：劣化（水素侵食、水素脆化等）等 
なお、劣化損傷が発生するおそれがない設備の評価に際しては、「参考資料２；劣化損傷が発生す

るおそれがない設備の具体例」が参考にできる。 
＊１３ 内部の状況を外部から代替検査できる設備とは、次の１）に掲げる条件に適合する第１種製造者

の２）に掲げる条件に適合する高圧ガス設備とし、当該代替検査（以下「供用中探傷試験」とい

う。）は３）に掲げる条件に適合するものでなければならない。 
１）第１種製造者が次のイ．からヘ．までに掲げる条件のいずれにも適合していること。 

イ．供用中探傷試験に係る方法及び基準を適切かつ明確に定め、文書化していること。 
ロ．試験設備の作動前における精度の確認等性能についての点検に係る方法及び基準を適切

かつ明確に定め、文書化していること。 
ハ．欠陥が検出された場合における検出以後の欠陥の状態に対する定期的な確認、欠陥の除

去及び修理等検出された欠陥についての対応策を適切かつ明確に定め、文書化しているこ

と。 
ニ．検査の一部又は全部を委託する場合にあっては、その委託先の管理に関する事項を適切

かつ明確に定３め、文書化していること。 
ホ．検査のデータを適切に評価できる担当者（（社）日本非破壊検査協会が認定する非破壊検

査技術者のうち、超音波２種（ＵＴ２種）以上又は甲種機械責任者免状の資格を有してい

る者をいう。）を置いていること。 
ヘ．検査のデータ及び検査結果を時系列順に保管し、これらを適切に把握できる体制を有す

ること。 
２）高圧ガス設備が次のイ．からホ．までに掲げる条件のいずれにも適合するものであること。

イ．炭素鋼又は低合金鋼を材料として使用するものであること。 

＊７ 外部の目視検査に際して、「参考資料１；肉厚測定箇所選定についての参考資料」ｂ）項が参考に

できる。 
なお、砂詰め方式の地下埋設貯槽の外部の目視検査については、２．５埋設貯槽（３）目視検査①

による砂の乾燥状況及び底部集水桝の浸透水の状況の確認をもって外部の目視検査に代えることが

できる。ただし、砂の乾燥状況又は底部集水桝の浸透水の状況に異常が確認された場合は、砂をピ

ット内から排出し、貯槽外面の防食状況を目視検査し、防食状況に異常がある場合又は異常のおそ

れのある場合は、当該箇所の防食措置を取り除き貯槽本体外面の腐食状況を確認する（電気防食に

より防食管理が適切になされているものを除く。）。 
＊８ 分解点検・整備のための開放時とは、摺動部の消耗品についてメーカーが定める推奨交換時期又は

運転時間・状況、日常点検結果、過去の分解点検実績等を参考に定めた分解点検・整備の周期（時

期）をいう。 
＊９ 腐食性のない液化石油ガスを取り扱う設備とは、次に掲げる設備であって、不純物や水分の混入等

による腐食や劣化損傷が生じないよう管理されているものをいう。 
・液化石油ガス受入基地の低温の液化石油ガス設備 

＊１０ 常温で液化石油ガスを貯蔵する貯槽についても、外部の目視検査で減肉が認められたときに肉

厚測定を実施する。 
＊１１ 肉厚測定箇所の選定 

選定に際しては、「参考資料１；肉厚測定箇所選定についての参考資料」が参考にできる。 
＊１２ 劣化損傷が発生するおそれがない設備とは、流体及び材料の組み合わせ又は使用条件等によって

発生する次に掲げる劣化損傷を受けない設備をいう。 
・割れ：応力腐食割れ（塩化物応力腐食割れ、水素誘起割れ等）、疲労（疲労、熱疲労等）、クリープ（

クリープ破壊等）等 
・材質変化：劣化（水素侵食、水素脆化等）等 
なお、劣化損傷が発生するおそれがない設備の評価に際しては、「参考資料２；劣化損傷が発生す

るおそれがない設備の具体例」が参考にできる。 
＊１３ 内部の状況を外部から代替検査できる設備とは、次の１）に掲げる条件に適合する第１種製造者

の２）に掲げる条件に適合する高圧ガス設備とし、当該代替検査（以下「供用中探傷試験」とい

う。）は３）に掲げる条件に適合するものでなければならない。 
１）第１種製造者が次のイ．からヘ．までに掲げる条件のいずれにも適合していること。 

イ．供用中探傷試験に係る方法及び基準を適切かつ明確に定め、文書化していること。 
ロ．試験設備の作動前における精度の確認等性能についての点検に係る方法及び基準を適切

かつ明確に定め、文書化していること。 
ハ．欠陥が検出された場合における検出以後の欠陥の状態に対する定期的な確認、欠陥の除

去及び修理等検出された欠陥についての対応策を適切かつ明確に定め、文書化しているこ

と。 
ニ．検査の一部又は全部を委託する場合にあっては、その委託先の管理に関する事項を適切

かつ明確に定３め、文書化していること。 
ホ．検査のデータを適切に評価できる担当者（（社）日本非破壊検査協会が認定する非破壊検

査技術者のうち、超音波２種（ＵＴ２種）以上又は甲種機械責任者免状の資格を有してい

る者をいう。）を置いていること。 
ヘ．検査のデータ及び検査結果を時系列順に保管し、これらを適切に把握できる体制を有す

ること。 
２）高圧ガス設備が次のイ．からホ．までに掲げる条件のいずれにも適合するものであること。

イ．炭素鋼又は低合金鋼を材料として使用するものであること。 
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ロ．応力腐食割れ、著しい腐食その他欠陥の原因となる物質を取り扱っていないものである

こと。 
ハ．溶接部の表面が供用中探傷試験の実施に支障がないように仕上げ処理されているもので

あること。 
ニ．高圧ガス設備の減肉及び劣化損傷箇所が検査箇所として明確になっていること。 
ホ．前回の開放検査の時点から溶接を伴う修理又は改造（以下「溶接修理等」という。）が行

われていないものであること。 
３）供用中探傷試験は、次のイ．からニ．のいずれにも該当する試験をいう。 

イ．超音波探傷試験により高圧ガス設備外部から高圧ガス設備の内面における欠陥を検査す

ること。 
ロ．検査のデータが自動記録され、欠陥の程度又は位置の確認が再現できること。 
ハ．高圧ガス設備の内面における深さ０．５mm 以上の欠陥を確認できる性能を有している

こと。 
ニ．適切な技能を有する者（（社）日本非破壊検査協会が認定する非破壊検査技術者のうち、

超音波２種（ＵＴ２種）以上の資格及び高圧ガス設備の検査に十分な経験がある者をい

う。）が行うこと。 
 

なお、外部からの代替検査は、連続して採用することはできない。 
また、供用中探傷試験にあっては、高圧ガス設備の内面の傷又は割れが高圧ガス設備の材料の最

小厚さに達せず、かつ、その深さが２mm 以下のものであるときは、当該高圧ガス設備の内部は

欠陥がないものとみなす。この場合において、当該箇所に関する供用中探傷試験を毎年１回以上

行わなければならない。高圧ガス設備の内面の傷又は割れの深さが２mm を超えるか又は最小肉

厚に達するときは、直ちに開放検査を実施し、必要な補修及び試験を行う。 
なお、この外部からの代替非破壊検査は、（１）目視検査における内部の目視検査の代替検査にも

なる。 
＊１４ 余寿命管理が的確に行われている設備 

余寿命管理が的確に行われている設備とは、「付属書；自ら耐圧性能・強度に係る検査周期（時期）

を設定することができる事業者の要件」に掲げる事項を満足している事業者における設備をいう。

＊１５ 最新の耐圧性能・強度に係る検査結果から、腐食・エロージョン、劣化損傷における長期間の傾

向や短期間の変動を的確に把握し、次回検査時期を設定する。 
＊１６ 解説＊３に示す設備であっても、点検口、接続フランジ開放部、接続する機器内部などからの直

接目視又はファイバースコープ等の検査用器具類を用いた検査方法によって当該設備の内部の減

肉等が確認できる設備は、外部からの検査方法によらず内部検査方法によることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロ．応力腐食割れ、著しい腐食その他欠陥の原因となる物質を取り扱っていないものである

こと。 
ハ．溶接部の表面が供用中探傷試験の実施に支障がないように仕上げ処理されているもので

あること。 
ニ．高圧ガス設備の減肉及び劣化損傷箇所が検査箇所として明確になっていること。 
ホ．前回の開放検査の時点から溶接を伴う修理又は改造（以下「溶接修理等」という。）が行

われていないものであること。 
３）供用中探傷試験は、次のイ．からニ．のいずれにも該当する試験をいう。 

イ．超音波探傷試験により高圧ガス設備外部から高圧ガス設備の内面における欠陥を検査す

ること。 
ロ．検査のデータが自動記録され、欠陥の程度又は位置の確認が再現できること。 
ハ．高圧ガス設備の内面における深さ０．５mm 以上の欠陥を確認できる性能を有している

こと。 
ニ．適切な技能を有する者（（社）日本非破壊検査協会が認定する非破壊検査技術者のうち、

超音波２種（ＵＴ２種）以上の資格及び高圧ガス設備の検査に十分な経験がある者をい

う。）が行うこと。 
 

なお、外部からの代替検査は、連続して採用することはできない。 
また、供用中探傷試験にあっては、高圧ガス設備の内面の傷又は割れが高圧ガス設備の材料の最

小厚さに達せず、かつ、その深さが２mm 以下のものであるときは、当該高圧ガス設備の内部は

欠陥がないものとみなす。この場合において、当該箇所に関する供用中探傷試験を毎年１回以上

行わなければならない。高圧ガス設備の内面の傷又は割れの深さが２mm を超えるか又は最小肉

厚に達するときは、直ちに開放検査を実施し、必要な補修及び試験を行う。 
なお、この外部からの代替非破壊検査は、（１）目視検査における内部の目視検査の代替検査にも

なる。 
＊１４ 余寿命管理が的確に行われている設備 

余寿命管理が的確に行われている設備とは、「付属書；自ら耐圧性能・強度に係る検査周期（時期）

を設定することができる事業者の要件」に掲げる事項を満足している事業者における設備をいう。

＊１５ 最新の耐圧性能・強度に係る検査結果から、腐食・エロージョン、劣化損傷における長期間の傾

向や短期間の変動を的確に把握し、次回検査時期を設定する。 
＊１６ 解説＊３に示す設備であっても、点検口、接続フランジ開放部、接続する機器内部などからの直

接目視又はファイバースコープ等の検査用器具類を用いた検査方法によって当該設備の内部の減

肉等が確認できる設備は、外部からの検査方法によらず内部検査方法によることができる。 
＊１７ フルジャケット構造の二重管式熱交換器の内管等に代表される明らかに構造的に内部からも外部

からも検査を行うことが困難な機器の検査については、当該機器に接続されている同一の腐食及

び劣化損傷が発生する環境下の機器等を目視検査及び非破壊検査により確認することで当該機器

の検査に代替してよい。 
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表３ 
 
高圧ガス設備の開放検査の周期 
 
高圧ガス設備（動機器を除く。以下４.３において同じ。）の内部の目視検査及び肉厚測定以外の非破壊検

査は、次に掲げるところにしたがい、各々に掲げる期間内に実施する。ただし、当該期間は、腐食のおそ

れがある不純物や水分＊１を含有した液化石油ガスを貯蔵した場合、また、減肉又は劣化損傷の状況に応じ

て短縮しなければならない。 
 

１．液化石油ガスの貯槽（二重殻構造の貯槽、メンブレン式貯槽、液化石

油ガス岩盤貯槽及び残ガス回収用貯槽を除く。以下同じ。なお、本基

準発効後に行う最初の開放検査については、発効日以降に完成検査を

受検するものを除き、従前の検査周期＊２に従うものとする。） 

①完成検査を行った日から５年以内に初回の開放検査を実施する＊３｡ 

②その後開放検査を含む保安検査を行った日（以下「保安検査実施日」

という。）から１０年以内毎に実施する。 

③開放検査の結果、欠陥が発見され溶接修理等を行った場合にあって

は、次回は１年以上２年以内に開放検査を行い、異常がなければ以後

５年以内に実施し、溶接修理等以後の開放検査結果で連続して２回溶

接修理等の必要がなければ、その後は１０年以内毎に実施することと

する。 

 

２．残ガス回収用貯槽 

①完成検査を行った日から２年以内に初回の開放検査を実施する。 

②その後、保安検査実施日から３年（炉内で応力除去焼鈍を施した後

に、溶接修理等を行っていない場合にあっては、５年）以内に実

施する。 

 

３．貯槽以外の高圧ガス設備 

○内容物の種類、性状及び温度を勘案して腐食その他の材質劣化を生

じるおそれのない材料のもの：完成検査を行った日又は保安検査実

施日から３年以内毎に実施する。 

○その他の材料のもの：完成検査を行った日から２年以内に初回の開

放検査を実施し、その後、保安検査実施日から３年以内毎に実施す

る。 

備考：４．３解説＊１２で述べている「劣化損傷が発生するおそれがない設備」とは、開放検査において肉厚測定以

外の非破壊検査を不要とするための条件で腐食・減肉を考慮していないのに対し、本表の貯槽以外の高圧ガス

設備で述べている「内容物の種類、性状及び温度を勘案して腐食その他の材質劣化を生じるおそれのない材料」

とは、開放検査の周期等を定めるための条件で腐食・減肉も考慮したものである。 
 

【解説】 
＊１ 腐食のおそれがある不純物や水分とは、次の何れかの場合とする。 

・硫化水素 １０ppm 以上（銅板腐食試験方法で２以上） 
・遊離水分が存在する場合 
・水銀（使用材料が、アルミニウム等水銀とアマルガムを生成する材質の場合に限る。） 

プロパン中：０．００９mg/Nm３超え 
ブタン中 ：０．０８ mg/Nm３超え 

＊２ 従前の検査周期とは、具体的には以下の期間をいう。 

表３ 
 
高圧ガス設備の開放検査の周期 
 
高圧ガス設備（動機器を除く。以下４.３において同じ。）の内部の目視検査及び肉厚測定以外の非破壊検

査は、次に掲げるところにしたがい、各々に掲げる期間内に実施する。ただし、当該期間は、腐食のおそ

れがある不純物や水分＊１を含有した液化石油ガスを貯蔵した場合、また、減肉又は劣化損傷の状況に応じ

て短縮しなければならない。 
 

１．液化石油ガスの貯槽（二重殻構造の貯槽、メンブレン式貯槽、液化石

油ガス岩盤貯槽及び残ガス回収用貯槽を除く。以下同じ。なお、本基

準発効後に行う最初の開放検査については、発効日以降に完成検査を

受検するものを除き、従前の検査周期＊２に従うものとする。） 

①完成検査を行った日から５年以内に初回の開放検査を実施する＊３｡ 

②その後開放検査を含む保安検査を行った日（以下「保安検査実施日」

という。）から１０年以内毎に実施する。 

③開放検査の結果、欠陥が発見され溶接修理等を行った場合にあって

は、次回は１年以上２年以内に開放検査を行い、異常がなければ以後

５年以内に実施し、溶接修理等以後の開放検査結果で連続して２回溶

接修理等の必要がなければ、その後は１０年以内毎に実施することと

する。 

 

２．残ガス回収用貯槽 

①完成検査を行った日から２年以内に初回の開放検査を実施する。 

②その後、保安検査実施日から３年（炉内で応力除去焼鈍を施した後

に、溶接修理等を行っていない場合にあっては、５年）以内に実

施する。 

 

３．貯槽以外の高圧ガス設備 

○内容物の種類、性状及び温度を勘案して腐食その他の材質劣化を生

じるおそれのない材料のもの：完成検査を行った日又は保安検査実

施日から３年以内毎に実施する。 

○その他の材料のもの：完成検査を行った日から２年以内に初回の開

放検査を実施し、その後、保安検査実施日から３年以内毎に実施す

る。 

備考：４．３解説＊１２で述べている「劣化損傷が発生するおそれがない設備」とは、開放検査において肉厚測定以

外の非破壊検査を不要とするための条件で腐食・減肉を考慮していないのに対し、本表の貯槽以外の高圧ガス

設備で述べている「内容物の種類、性状及び温度を勘案して腐食その他の材質劣化を生じるおそれのない材料」

とは、開放検査の周期等を定めるための条件で腐食・減肉も考慮したものである。 
 

【解説】 
＊１ 腐食のおそれがある不純物や水分とは、次の何れかの場合とする。 

・硫化水素 １０ppm 以上（銅板腐食試験方法で２以上） 
・遊離水分が存在する場合 
・水銀（使用材料が、アルミニウム等水銀とアマルガムを生成する材質の場合に限る。） 

プロパン中：０．００９mg/Nm３超え 
ブタン中 ：０．０８ mg/Nm３超え 

＊２ 従前の検査周期とは、具体的には以下の期間をいう。 
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① 発効日以降に初回の開放検査を行う場合：完成検査を行った日から１年以上２年以内 
② 発効日以降に２回目以降の開放検査を行う場合のうち、 
イ．前回の開放検査で溶接修理等を行っていないものにあって、 
ａ．炉内で応力除去焼鈍を行っていない場合：前回開放検査を行った日から３年以内（製造細目告

示第１７条の規定に基づき期間が定められているものにあっては、当該期間） 
ｂ．炉内で応力除去焼鈍を行っている場合：前回開放検査を行った日から５年以内（製造細目告示

第１７条の規定に基づき期間が定められているものにあっては、当該期間） 
ロ．前回の開放検査で溶接修理等を行っている場合：前回開放検査を行った日から１年以上２年以内

＊３ 液化石油ガスの貯槽の開放検査で検出される欠陥は、製造時の残存欠陥である場合が多いことから、

完成検査を行った日から５年以内に初回の開放検査を行い、内部の状況を確認することとした。 
＊４ 液化石油ガス貯槽の開放検査については、日本ガス協会の「ＬＰＧ貯槽指針」があり、開放検査周

期等について規定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

① 発効日以降に初回の開放検査を行う場合：完成検査を行った日から１年以上２年以内 
② 発効日以降に２回目以降の開放検査を行う場合のうち、 
イ．前回の開放検査で溶接修理等を行っていないものにあって、 
ａ．炉内で応力除去焼鈍を行っていない場合：前回開放検査を行った日から３年以内（製造細目告

示第１７条の規定に基づき期間が定められているものにあっては、当該期間） 
ｂ．炉内で応力除去焼鈍を行っている場合：前回開放検査を行った日から５年以内（製造細目告示

第１７条の規定に基づき期間が定められているものにあっては、当該期間） 
ロ．前回の開放検査で溶接修理等を行っている場合：前回開放検査を行った日から１年以上２年以内

＊３ 液化石油ガスの貯槽の開放検査で検出される欠陥は、製造時の残存欠陥である場合が多いことから、

完成検査を行った日から５年以内に初回の開放検査を行い、内部の状況を確認することとした。 
＊４ 液化石油ガス貯槽の開放検査については、日本ガス協会の「ＬＰＧ貯槽指針」があり、開放検査周

期等について規定している。 
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4.4 高圧ガス設備の気密性能 
 

高圧ガス設備（漏えい等の異常のおそれがないもの＊１を除く。）の気密性能に係る検査は、１年に１回当

該高圧ガス設備から漏えい等の異常がないこと＊２を次に掲げる方法により確認する。 

（１）高圧ガス設備を開放（分解点検・整備、清掃等のために行う開放を含む。以下（２）において同じ。）

した場合の気密試験の方法 

原則として、当該高圧ガス設備の常用の圧力以上の圧力で、危険性のない気体を用いて気密試験を実施

する＊３。 

ただし、運転状態の高圧ガスを用いることが適当な場合＊４には、当該高圧ガス設備の運転状態の圧力

で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を実施することができる。 

（２）高圧ガス設備を開放しない場合の気密試験の方法 

当該高圧ガス設備の運転状態の圧力で、運転状態の高圧ガス又は危険性のない気体を用いて気密試験を

実施する。 

 
【対応規則条項】 
液 石 則：第６条第１項第１８号、第８条第１項第１号 
コンビ則：第５条第１項第１８号、第６条第１項第１号 
 

【解説】 
＊１ 次に掲げる高圧ガス設備は、過去の実績、経験等から漏えい等の異常のおそれがないものであるた

め、４.４ 高圧ガス設備の気密性能に係る検査は適用しない。 
・二重殻構造の貯槽 
・メンブレン式貯槽 

＊２ 漏えい等の異常がないことを確認する方法として、発泡液の塗布、ガス漏えい検知器等を用いた測

定又は放置法漏れ試験がある。 
 
 
＊３ 検査の状況によって危険がないと判断される場合は、当該高圧ガス設備の常用の圧力以上の圧力

で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を実施することができる。 
＊４ 高圧ガス設備を開放した場合の気密試験の方法として、運転状態の高圧ガスを用いることが適当な

場合としては１）のものがある。ただし、この場合の気密試験は２）に掲げる方法に従って実施す

る。 
１）運転状態の高圧ガスを用いることが適当な場合 

・停止した状態での試験用ガスを用いた気密試験では、気密試験の目的を達せない場合 
ポンプ等の動機器の軸封部は、運転状態において内部流体の漏えいを防ぐ目的で設計され

ており、停止時にガスを用いて試験すれば漏えいが生じるので、運転状態の高圧ガスを用

いることが適当である。 
２）運転状態の高圧ガスを用いる気密試験の方法 

イ．まず、ユーティリティ窒素等危険性のない気体を用いた試験により、漏えいの有無を確認す

る。 
ただし、軸封部を有する動機器又は多段式の圧縮機等で危険性のない気体による漏えいの確認

が適切でない場合は、軸封部、出入口配管等の組立状態等の確認を行い、十分な安全確認をし

た上で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を行うことができる。 

4.4 高圧ガス設備の気密性能 
 

高圧ガス設備（漏えい等の異常のおそれがないもの＊１を除く。）の気密性能に係る検査は、１年に１回当

該高圧ガス設備から漏えい等の異常がないこと＊２を次に掲げる方法により確認する。 

（１）高圧ガス設備を開放（分解点検・整備、清掃等のために行う開放を含む。以下（２）において同じ。）

した場合の気密試験の方法 

原則として、当該高圧ガス設備の常用の圧力以上の圧力で、危険性のない気体を用いて気密試験を実施

する＊３。 

ただし、運転状態の高圧ガスを用いることが適当な場合＊４には、当該高圧ガス設備の運転状態の圧力

で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を実施することができる。 

（２）高圧ガス設備を開放しない場合の気密試験の方法 

当該高圧ガス設備の運転状態の圧力で、運転状態の高圧ガス又は危険性のない気体を用いて気密試験を

実施する。 

 
【対応規則条項】 
液 石 則：第６条第１項第１８号、第８条第１項第１号 
コンビ則：第５条第１項第１８号、第６条第１項第１号 
 

【解説】 
＊１ 次に掲げる高圧ガス設備は、過去の実績、経験等から漏えい等の異常のおそれがないものであるた

め、４.４ 高圧ガス設備の気密性能に係る検査は適用しない。 
・二重殻構造の貯槽 
・メンブレン式貯槽 

＊２ 漏えい等の異常がないことを確認する方法として、発泡液の塗布、ガス漏えい検知器等を用いた測

定又は放置法漏れ試験があり、設備の状況、検査条件等を考慮して、これらの方法の内最適な方法

（必要に応じ組み合わせて）を採用して気密性能を確認すること。 
なお、放置法漏れ試験は、採用に当たって試験体の温度変化及び圧力変化の影響を補正すること。

＊３ 検査の状況によって危険がないと判断される場合は、当該高圧ガス設備の常用の圧力以上の圧力

で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を実施することができる。 
＊４ 高圧ガス設備を開放した場合の気密試験の方法として、運転状態の高圧ガスを用いることが適当な

場合としては１）のものがある。ただし、この場合の気密試験は２）に掲げる方法に従って実施す

る。 
１）運転状態の高圧ガスを用いることが適当な場合 

・停止した状態での試験用ガスを用いた気密試験では、気密試験の目的を達せない場合 
ポンプ等の動機器の軸封部は、運転状態において内部流体の漏えいを防ぐ目的で設計され

ており、停止時にガスを用いて試験すれば漏えいが生じるので、運転状態の高圧ガスを用

いることが適当である。 
２）運転状態の高圧ガスを用いる気密試験の方法 

イ．まず、ユーティリティ窒素等危険性のない気体を用いた試験により、漏えいの有無を確認す

る。 
ただし、軸封部を有する動機器又は多段式の圧縮機等で危険性のない気体による漏えいの確認

が適切でない場合は、軸封部、出入口配管等の組立状態等の確認を行い、十分な安全確認をし

た上で、運転状態の高圧ガスを用いて気密試験を行うことができる。 



 
 
 

資料３２－４ 

 9

改正案 改正案 

ロ．次に、運転状態の高圧ガスを用いた気密試験を行う。 
この場合、圧力は段階的に上げることとし、異常のないことを確認しながら昇圧する。 

ハ．別途、運転圧力が高くなる時点（夏期、製品グレード変更時）に再度運転状態で気密試験を

行い、漏えいの有無を確認する。 
 
なお、イ．及びロ．に先立つ開放検査に際して、並びにイ．及びロ．の気密試験に際しては、

気密試験要領及びフランジ等の継手開放部のボルトの締付管理、ホットボルティングその他の

入念な施工管理に関する規定・基準類が整備され、現に設備管理に活用されていなければなら

ない。 
 
 

 
4.5～６ （略） 

ロ．次に、運転状態の高圧ガスを用いた気密試験を行う。 
この場合、圧力は段階的に上げることとし、異常のないことを確認しながら昇圧する。 

ハ．別途、運転圧力が高くなる時点（夏期、製品グレード変更時）に再度運転状態で気密試験を

行い、漏えいの有無を確認する。 
 
なお、イ．及びロ．に先立つ開放検査に際して、並びにイ．及びロ．の気密試験に際しては、

気密試験要領及びフランジ等の継手開放部のボルトの締付管理、ホットボルティングその他の

入念な施工管理に関する規定・基準類が整備され、現に設備管理に活用されていなければなら

ない。 
 
 

 
4.5～６ （略） 

 


